平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費
	事業名: 運輸事業振興助成交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　商業流通課　流通・サービス担当　電話番号：058-272-1111（内3142）

　　　E-mail：c11359@pref.gifu.lg.jp
	事業費

	


　要求額：258,228千円（前年度予算額：244,456千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　　公共輸送機関の輸送力の確保及び輸送コスト上昇の抑制等を図るため、県トラック

協会及び県バス協会が実施する下記事業について助成する。
　　・交通安全対策及び自動車交通公害対策に関する事業
　　・バスターミナル、トラックターミナル等の共同施設の整備事業
　　・輸送サービスの改善その他公共の利便の増進に資するための事業
　　・運転者等のための共同休憩施設等の整備事業
　　・融資を円滑にするための基金の造成事業
　　・ﾊﾞｽ又はﾄﾗｯｸ事業者によって構成される全国法人への出捐事業
　　・トラック事業者に対する利子補給助成事業
	２　所要経費


（1） （社）岐阜県バス協会　22,194千円
（2） （社）岐阜県トラック協会　236,034千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　４ 人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる

　 ・異業種交流など、中小事業者の連携の場を提供する
　 ・中小事業者の流通部門の共同化や、共同配送、物流システムの構築など経営革新

の取組を支援する
	２　これまでの取組状況


・昭和51年に軽油引取税（県税）が暫定的に30％アップしたことに伴い、旧自治省通達「運輸事業振興助成交付金の交付について」（昭和５１年１１月８日付け旧自治事務次官）により、全都道府県において交付している。また、当初は税率及び当事業は暫定２年間の予定であったが、その後も国は暫定税率の適用期限を数度延長し、その都度、全都道府県に当事業の継続に関する通達を出していた(H15.4.1付け通達；H20.3.31まで延長)。現在も、全都道府県で同事業が継続実施されている。
・平成２３年９月３０日には「運輸事業の振興の助成に関する法律」が施行され、同法では業界団体への助成に努めるよう「努力義務」が明記された。

	３　これまでの取組に対する評価


・大きな収益が見込めないバス事業者や中小零細企業の多いトラックを主とする運輸事業者にとって、現在の軽油引取税暫定税率（本則より 214％アップ）や、昨今の自動車ＮＯx・ＰＭ法(H14～)や東京都を始めとする環境関連条例(H15～)によるＮＯx 及びPM(粒子状物質)除去装置の義務づけ及び速度抑制装置の義務付け( H15～)など、バスやトラック事業者を取り巻く環境は非常に厳しく、こうした環境への配慮や公共輸送機関の輸送力の確保及び輸送コスト上昇の抑制を進めていく上で当該事業は非常に有効である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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